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１ 事業の概況（令和 2年 9月 30 日現在） 

 給水事業所数 上半期総責任給水量 一日平均責任給水量 
新宮工業用水道 34 工場 47,515,950 ㎥ 259,650 ㎥
柳瀬工業用水道 19 工場 38,356,800 ㎥ 209,600 ㎥
富郷工業用水道 26 工場 19,163,760 ㎥ 104,720 ㎥

 

２ 経理の状況 

予算の執行状況 

(1)収益的収入及び支出 

科目 
予算額 

(Ａ)  円

上半期執行額 

(Ｂ)  円

執行率 

(B/A)％ 

新宮工業用水道事業収益 1,088,900,000 525,724,150 48.3 

 営業収益 1,062,119,000 525,531,600 49.5 

うち給水収益 1,042,494,000 525,531,600 50.4 

 営業外収益 26,771,000 192,550 0.7 

 特別利益 10,000 0 0.0 

柳瀬工業用水道事業収益 203,800,000 101,860,821 50.0 

 営業収益 202,111,000 101,815,276 50.4 

うち給水収益 201,970,000 101,815,276 50.4 

 営業外収益 1,679,000 45,545 2.7 

 特別利益 10,000 0 0.0 

富郷工業用水道事業収益 2,239,700,000 1,059,962,563 47.3 

 営業収益 2,117,132,000 1,059,766,400 50.1 

うち給水収益 2,102,254,000 1,059,766,400 50.4 

 営業外収益 122,558,000 196,163 0.2 

 特別利益 10,000 0 0.0 

収入合計 3,532,400,000 1,687,547,534 47.8 

新宮工業用水道事業費用 806,700,000 283,664,479 35.2 

 営業費用 751,270,000 283,551,160 37.7 

 営業外費用 53,603,000 113,319 0.2 

 特別損失 10,000 0 0.0 

 予備費 1,817,000 0 0.0 

柳瀬工業用水道事業費用 125,300,000 37,140,570 29.6 

 営業費用 104,229,000 34,819,502 33.4 

 営業外費用 19,207,000 2,321,068 12.1 

 特別損失 10,000 0 0.0 

 予備費 1,854,000 0 0.0 

富郷工業用水道事業費用 1,814,600,000 339,220,681 18.7 

 営業費用 1,461,946,000 239,151,493 16.4 

 営業外費用 350,793,000 100,069,188 28.5 

 特別損失 10,000 0 0.0 

 予備費 1,851,000 0 0.0 

支出合計 2,746,600,000 660,025,730 24.0 

(2)資本的収入及び支出 

科目 
予算額 

(Ａ)  円

上半期執行額 

(Ｂ)  円 

執行率 

(B/A)％ 

新宮工業用水道事業建設改良費 94,170,000 75,139,900 79.8 

柳瀬工業用水道事業建設改良費 1,470,000 1,200,172 81.6 

富郷工業用水道事業建設改良費 170,000 166,100 97.7 

企業債償還金 1,056,177,000 701,771,873 66.4 

予備費 2,013,000 0 0.0 

支出合計 1,154,000,000 778,278,045 67.4 
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３ 令和元年度四国中央市水道事業会計決算の状況 

 

(1)概要 

ア 業 務 関 係 

令和元年度は、前年の 12 月から引き続き 7月まで 214 日間の長く厳しい節水を余儀

なくされました。1日当たり給水能力 591,600 ㎥に対する年度末契約給水量は 573,970

㎥で契約率は 97.02%となっています。 

新宮工業用水道については、年度末における給水事業所数は前年と同様の 34 工場で

す。年間配水量は 84,303 千㎥となりました。年度末における契約率は 98.73％となっ

ています。 

柳瀬工業用水道については、年度末給水事業所数は前年と同様の 20 工場です。年間

配水量は 63,217 千㎥となりました。年度末における契約率は 100％となっています。 

富郷工業用水道については、年度末給水事業所数は前年から１工場減の 26工場です。

年間配水量は 34,329 千㎥となりました。年度末における契約率は、88.00%となってい

ます。 
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イ 工 事 関 係 

主な改良工事として、新宮工業用水道分水池調節弁更新工事 45 百万円を実施しまし

た。 

 

ウ 経 理 関 係 

 (ｱ) 収益的収支関係 

令和元年度は、銅山川１種の料金引下げを行った結果、前年度に比べ純利益は 232

百万円減少しましたが 828 百万円を計上し安定した経営を継続しています。今後も施

設の投資計画に基づき老朽化対策や耐震化対策を進め安定供給を目指してまいります。 

新宮工業用水道では、収入 997 百万円に対して支出は 632 百万円で、収支差引 365

百万円の純利益となっております。 

柳瀬工業用水道は、収入 187 百万円に対して支出は 125 百万円で、収支差引 62 百万

円の純利益となりました。 

富郷工業用水道は、収入 2,048 百万円に対し支出が 1,647 百万円で、収支差引 401

百万円の純利益となりました。 

(ｲ) 資本的収支関係 

令和元年度の収入は無く、支出額は 1,272 百万円で差引収入不足額 1,272 百万円は、

消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、建設改良積立金、過年度分・

当年度分損益勘定留保資金で補てんしています。 
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(2)決算報告書 

 

◆　令 和 元 年 度 四 国 中 央 市 工 業 用 水 道 事 

(1)　収 益 的 収 入 及 び 支 出

  収             入

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地 方 公 営 企 業 法 第 24 条

第 3 項 の規 定 によ る支 出額

に 係 る 財 源 充 当 額

円 円 円

1,089,900,000 0 0 

 　　第1項　　営 業 収 益 1,062,499,000 0 0 

 　　第2項　　営 業 外 収 益 27,391,000 0 0 

 　　第3項　　特 別 利 益 10,000 0 0 

204,700,000 0 0 

 　　第1項　　営 業 収 益 200,512,000 0 0 

 　　第2項　　営 業 外 収 益 4,178,000 0 0 

 　　第3項　　特 別 利 益 10,000 0 0 

2,220,700,000 0 0 

 　　第1項　　営 業 収 益 2,098,178,000 0 0 

 　　第2項　　営 業 外 収 益 122,512,000 0 0 

 　　第3項　　特 別 利 益 10,000 0 0 

3,515,300,000 0 0 

第 2 款 柳 瀬 工 業 用 水 道 事 業 収 益

第 3 款 富 郷 工 業 用 水 道 事 業 収 益

合 計

予 算

区 分

第 1 款 新 宮 工 業 用 水 道 事 業 収 益

　支            出　　  　　　　　　　　　　 　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当初予算額 補正予算額

予

備

費

支

出

額

流用増減額

地方 公営

企業 法第

24 条 第 3

項の 規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

767,300,000 △5,998,000 0 0 0

第1項  営 業 費 用 723,363,000 △5,998,000 0 0 0

第2項  営 業 外 費 用 42,092,000 0 0 0 0

第3項  特 別 損 失 10,000 0 0 0 0

第4項  予 備 費 1,835,000 0 0 0 0

201,100,000 1,196,000 0 0 0

第1項  営 業 費 用 184,632,000 1,196,000 0 △633,143 0

第2項  営 業 外 費 用 14,647,000 0 0 633,143 0

第3項  特 別 損 失 10,000 0 0 0 0

第4項  予 備 費 1,811,000 0 0 0 0

1,858,400,000 201,000 0 0 0

第1項  営 業 費 用 1,503,849,000 199,000 0 0 0

第2項  営 業 外 費 用 352,672,000 2,000 0 0 0

第3項  特 別 損 失 10,000 0 0 0 0

第4項  予 備 費 1,869,000 0 0 0 0

2,826,800,000 △4,601,000 0 0 0合 計

第 3 款 富 郷 工 業 用 水 道 事 業 費 用

予 算

第 2 款 柳 瀬 工 業 用 水 道 事 業 費 用

第 1 款 新 宮 工 業 用 水 道 事 業 費 用

区 分
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業 会 計 決 算 報 告 書

額

合 計

円 円 円

1,089,900,000 1,083,160,522 △6,739,478 
仮受消費税及び地方消費税額

86,057,681円

1,062,499,000 1,057,597,080 △4,901,920 
仮受消費税及び地方消費税額

85,715,365円

27,391,000 25,563,442 △1,827,558 
仮受消費税及び地方消費税額

342,316円

10,000 0 △10,000  

204,700,000 203,719,019 △980,981 
仮受消費税及び地方消費税額

16,413,813円

200,512,000 200,375,505 △136,495 
仮受消費税及び地方消費税額

16,258,673円

4,178,000 3,343,514 △834,486 
仮受消費税及び地方消費税額

155,140円

10,000 0 △10,000 

2,220,700,000 2,217,997,245 △2,702,755 
仮受消費税及び地方消費税額

170,176,753円

2,098,178,000 2,095,375,576 △2,802,424 
仮受消費税及び地方消費税額

170,156,207円

122,512,000 122,621,669 109,669 
仮受消費税及び地方消費税額

20,546円

10,000 0 △10,000 

3,515,300,000 3,504,876,786 △10,423,214 
仮受消費税及び地方消費税額

272,648,247円

決 算 額
予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減

備 考

　　　　　　　　　　　　　　　 

小 計

地方 公営

企業 法第

26 条 第 2

項の 規定

に よ る

繰 越 額

合 計

円 円 円 円 円 円

761,302,000 0 761,302,000 705,629,158 0 55,672,842
仮払消費税及び地方消費税

36,900,574円

717,365,000 0 717,365,000 668,333,629 0 49,031,371
仮払消費税及び地方消費税

36,900,574円

42,092,000 0 42,092,000 37,295,529 0 4,796,471

10,000 0 10,000 0 0 10,000

1,835,000 0 1,835,000 0 0 1,835,000

202,296,000 0 202,296,000 141,633,394 0 60,662,606
仮払消費税及び地方消費税

6,925,056円

185,194,857 0 185,194,857 126,353,251 0 58,841,606
仮払消費税及び地方消費税

6,925,056円

15,280,143 0 15,280,143 15,280,143 0 0

10,000 0 10,000 0 0 10,000

1,811,000 0 1,811,000 0 0 1,811,000

1,858,601,000 0 1,858,601,000 1,817,216,445 0 41,384,555
仮払消費税及び地方消費税

41,574,909円

1,504,048,000 0 1,504,048,000 1,471,688,356 0 32,359,644
仮払消費税及び地方消費税

41,574,909円

352,674,000 0 352,674,000 345,528,089 0 7,145,911

10,000 0 10,000 0 0 10,000

1,869,000 0 1,869,000 0 0 1,869,000

2,822,199,000 0 2,822,199,000 2,664,478,997 0 157,720,003
仮払消費税及び地方消費税

85,400,539円

地方 公営

企業 法第

26 条 第 2

項の 規定

に よ る

繰 越 額

不 用 額

額

備 考決 算 額
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資本的収入及び支出 

 

 

 収　　　　入 

　該当なし

 支     　 出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

流

用

増

減

額

小 計

地 方 公 営

企 業 法 第

26 条 の 規

定 に よ る

繰 越 額

継続費

逓 次

繰越額

円 円 円 円 円 円

1,064,500,000 260,000,000 0 1,324,500,000 0 0

 第1項
新 宮 工 業 用 水 道
事 業 建 設 改 良 費

183,256,000 0 0 183,256,000 0 0

 第2項
柳 瀬 工 業 用 水 道
事 業 建 設 改 良 費

1,188,000 0 0 1,188,000 0 0

 第3項
富 郷 工 業 用 水 道
事 業 建 設 改 良 費

2,763,000 0 0 2,763,000 0 0

 第4項 企 業 債 償 還 金 875,266,000 260,000,000 0 1,135,266,000 0 0

 第5項 予 備 費 2,027,000 0 0 2,027,000 0 0

  決算額のうち資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,271,923,635円は、当年度分消費税及び地方消費税

勘定留保資金342,354,684円、当年度分損益勘定留保資金332,009,112円で補てんした｡

第 1 款 資 本 的 支 出

区 分

予 算
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額

合 計

地方 公営

企業 法第
26条 の規

定に よる

繰 越 額

継続費

逓 次

繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円

1,324,500,000 1,271,923,635 0 0 0 52,576,365
仮払消費税及び地方消費税

12,402,360円

183,256,000 134,550,958 0 0 0 48,705,042
仮払消費税及び地方消費税

12,229,105円

1,188,000 564,684 0 0 0 623,316
仮払消費税及び地方消費税

48,535円

2,763,000 1,545,541 0 0 0 1,217,459
仮払消費税及び地方消費税

124,720円

1,135,266,000 1,135,262,452 0 0 0 3,548

2,027,000 0 0 0 0 2,027,000

資本的収支調整額12,402,360円、減債積立金462,319,477円、建設改良積立金122,838,002円、過年度分損益

翌 年 度 繰 越 額

決 算 額 不 用 額 備 考



- 8 - 

(3)損益計算書 

  

１
円 円 円

(1) 3,064,877,375

(2) 16,340,541 3,081,217,916

２

(1) 794,078,795

(2) 191,520,295

(3) 40,097,638

(4) 1,154,054,276

(5) 1,223,693 2,180,974,697

900,243,219

３

(1) 717,582

(2) 2,927,273

(3) 144,583,067

(4) 2,782,965 151,010,887

４

(1) 223,258,661

(2) 16 223,258,677 △72,247,790

827,995,429

827,995,429

585,157,479

1,413,152,908当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

　

受 託 管 理 収 益

原 水 費

配 水 及 び 給 水 費

当 年 度 純 利 益

営 業 外 費 用

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 費 用

受 託 管 理 収 益

◆令和元年度四国中央市工業用水道事業会計損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

経 常 利 益

支 払 利 息及 び企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

営 業 収 益

給 水 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

総 係 費

営 業 外 収 益

営 業 利 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費
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(4)剰余金計算書 

　　◆令和元年度四国中央市工業用水道事業剰余金計算書

　　　　　　（単位；円）

その他
資本剰余金

資本剰余
金合計

減債
積立金

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

前年度末残高 12,548,838,378 138,881,137 138,881,137 127,986,642 952,339,307 1,535,319,806 2,615,645,755 15,303,365,270

前年度処分額 475,091,318 0 0 463,075,368 597,153,120 △ 1,535,319,806 △ 475,091,318 0

議会の議決による処分額 475,091,318 0 0 463,075,368 597,153,120 △ 1,535,319,806 △ 475,091,318 0

減債積立金の積立て 0 0 0 463,075,368 0 △ 463,075,368 0 0

建設改良積立金の積立て 0 0 0 0 597,153,120 △ 597,153,120 0 0

自己資本金への組入れ 475,091,318 0 0 0 0 △ 475,091,318 △ 475,091,318 0

13,023,929,696 138,881,137 138,881,137 591,062,010 1,549,492,427
（繰越利益剰余金）

                           0
2,140,554,437 15,303,365,270

当年度変動額 0 0 0 △ 462,319,477 △ 122,838,002 1,413,152,908 827,995,429 827,995,429

減債積立金の取崩 0 0 0 △ 462,319,477 0 462,319,477 0 0

0 0 0 0 △ 122,838,002 122,838,002 0 0

0 0 0 0 0 827,995,429 827,995,429 827,995,429

当年度未処分利益剰余金

　　◆令和元年度四国中央市工業用水道事業剰余金処分計算書

　（単位；円）

資本合計
資　本　剰　余　金

138,881,137 138,881,137 16,131,360,699

処分後残高

128,742,53313,023,929,696 1,413,152,908

建設改良積立金の取崩

当年度純利益

　     （平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

利　益　剰　余　金

1,426,654,425 2,968,549,866
当年度末残高

資　本　金

剰　余　金

13,023,929,696 138,881,137 1,555,396,958 1,413,152,908

585,157,479 0 827,995,429 △ 1,413,152,908

減債積立金の積立て 0 0 462,693,170 △ 462,693,170

建設改良積立金の積立て 0 0 365,302,259 △ 365,302,259

自己資本金への組入れ 585,157,479 0 0 △ 585,157,479

0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

0

資　本　金

当年度末残高

条例による処分額

処分後残高

資本剰余金 利益剰余金 未処分利益剰余金

議会の議決による処分額

138,881,13713,609,087,175 2,383,392,387
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(5)貸借対照表 

 

１
円 円 円 円

(1)

イ 385,370,696

ロ 395,937,811

△170,785,469 225,152,342

ハ 11,709,234,514

△6,363,489,759 5,345,744,755

ニ 1,987,331,587

△1,746,190,049 241,141,538

ホ 7,227,642

△5,700,859 1,526,783

ヘ 77,326,914

△70,269,586 7,057,328

ト  7,600,000

6,213,593,442

(2)

イ 219,179,232

ロ 741,346,292

ハ 29,168,317,169

ニ 50,300

30,128,892,993

36,342,486,435

２

(1) 3,269,116,945

(2) 　

イ 3,081,000 3,081,000

(3) 766,810

(4) 0

(5) 4,000,000

3,276,964,755

39,619,451,190

貯 蔵 品

◆令和元年度四国中央市工業用水道事業会計貸借対照表

（令和2年3月31日）

資          産          の          部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

前 払 金

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

無 形 固定 資産 合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

富 郷 ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

土 地

建 物

早 明 浦 ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

新 宮 ダ ム 使 用 権

有 形 固定 資産 合計

そ の 他 流動 資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

営 業 外 未 収 金
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３
円 円 円 円

(1) 17,769,060,319

(2) 　

イ 126,717,712 126,717,712

17,895,778,031

４

(1) 706,173,579

(2) 76,998,027

(3) 　

イ 7,778,000 7,778,000

(4) 4,000,000

794,949,606

５

8,801,876,610

長期前受金収益化累計額 △4,004,513,756

4,797,362,854

23,488,090,491

６

(1) 13,023,929,696

13,023,929,696

７

(1)

イ 138,881,137

138,881,137

(2)

イ 減債積立金 128,742,533

ロ 建設改良積立金 1,426,654,425

ハ 1,413,152,908

2,968,549,866

3,107,431,003

16,131,360,699

39,619,451,190

引 当 金

繰 延 収 益

そ の 他 流動 負債

企 業 債

引 当 金

企 業 債

当年度未処分利益剰余金

固 定 負 債

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

賞 与 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

負          債          の          部

資          本          の          部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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(6)決算に関する注記 

 

1 重要な会計方針に関する注記 

(1) たな卸資産の評価方法 

イ たな卸資産の評価方法は、先入先出法を採用している。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産の償却方法は、定額法を採用している。 

ロ 無形固定資産の償却方法は、定額法を採用している。 

(3) 引当金の計上方法 

イ 退職給付引当金 

本市では退職手当組合に加入しており、工業用水道事業会計は一般会計を

通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、追加的負担は全額一般会計にお

いて措置するため、工業用水道事業会計においては退職給付引当金を計上せ

ず、拠出時に費用処理を行っている。 

  ロ 賞与引当金 

   職員の期末手当、勤勉手当及び共済組合負担金の支給に備えるため、当

年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

いる。 

 (4) 消費税及び地方消費税の会計処理 

  イ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

2 その他の注記 

(1) 特別修繕引当金に関する経過措置 

平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従

前の例により取り崩すこととする。 

 


